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令和３年４定 予算特別委員会（総合政策部所管）開催状況

開催年月日 令和３年12月10日
質 問 者 日本共産党 真下 紀子 委員
担 当 部 課 総合政策部官民連携推進室

総合政策部地域創生局地域戦略課
総合政策部地域創生局地域政策課
総合政策部地域行政局市町村課

質 問 要 旨 答 弁 要 旨

一 地域振興について
（一）ふるさと納税の活用状況について 【大友財政・公営企業担当課長】
地域振興について、最初に伺います。 ふるさと納税の状況についてでありますが、令和２年
市町村は地域振興策に懸命に取り組んでいると承知 度の道内市町村に対するふるさと納税の寄附件数は約

しております。 ５７６万件、寄附金額は約９６９億円と過去最高で、前年
道北の東川町では、町内から大学、専門学校に進学 度と比較し、件数、金額とも約１．５倍であり、件数は７年

するすべての町民に対しふるさと納税を原資とする給付 連続で、金額は２年連続で全国１位となっております。
型奨学金を創設し、一層施策を進めています。 また、その活用状況は、新規就農者に対する農地取
道内市町村のふるさと納税の総額と活用状況につい 得の助成などの「地域・産業振興」分野、高齢者や障が

て、まず伺います。 い者の外出支援を目的とした福祉バス運行事業などの
「健康・医療・福祉」分野、認定こども園の無料化などの
「子ども・子育て」分野をはじめとしたそれぞれの地域の
課題・施策の財源に充てられているものと承知しており
ます。

各市町村に大きな応援が寄せられているということがよ
くわかりました。

（二）返礼品への影響について 【木下官民連携推進室参事】
これまで、ふるさと納税を活用していた事業にも今般 赤潮被害による返礼品への影響についてであります

の赤潮被害を受けた16市町では影響が出ています。特 が、本道の太平洋沿岸で発生した赤潮により、被害を
産のウニやサケを返礼品としている地域もあったわけで 受けている地域の１６の市町に行いました聞き取りにより
すが、変更を余儀なくされている町があると聞きます。道 ますと、９つの市町が、ウニやいくらといった主力の返礼
はどのように把握しているのでしょうか。 品につきまして、必要な品数を確保することが困難との

理由から、寄附受付を停止、または、受付数に上限を
設定するなどの影響を受けていると承知しているところ
でございます。

（三）赤潮被害の影響について 【笹森地域政策課長】
これまでの事業にも影響が出るのではないかと非常に 赤潮被害に係る地域振興についてでございますが、

大きな懸念を持つわけですが、被害額が80億円にも上る 今回、被害を受けた地域におきましては、主要産業で
というこの赤潮の被害の中でですね、この主要産業の大 ある漁業が大きな損害を被り、影響の長期化やそれに
打撃による地域への影響を懸念する声が寄せられており 伴う地域活力の低下が懸念されているところでございま
ます。道は地域振興の立場から、影響と対応をどう考え す。
ているのかお聞きします。 このため、道では、赤潮による被害状況などについて

広く知っていただくとともに、道内外から寄附として寄せ
られるご支援を被害を受けた市町にお届けをするため、
先月１２日からふるさと納税の代理受付を開始したほ
か、地域の活力づくりに向けたイベントの開催などの各
市町や住民の方々が進める地域活性化の取組につき
まして、地域づくり総合交付金をはじめとした様々な地
域振興施策を通じた支援を行うなど、振興局と本庁が
一体となって、地域の実状を把握しながら対応を進めて
まいります。

しかしながら、被害の状況が非常に大きいので、被害
地域の振興がこれで十分とは言えないと思いますので、
知事に直接お伺いしたいと思いますので、お取り計らい
をお願いします。
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（四）地域振興とＳＤＧｓの視点について 【工藤官民連携推進室長】
次に沼田町の例なのですけれども、沼田町ではクラウ 市町村のふるさと納税の取組についてでございます

ドファンディングを活用したふるさと納税を募って、集まっ が、ふるさと納税制度は、道や市町村の様々な取組を
た資金で調達した米を希望する学生に一人２ｋｇずつ、 応援する想いを支援という形にする仕組みでありますと
提供していると報道されました。雪解け水で栽培した米を ともに、地域の魅力を広く知っていただくための契機と
雪冷房で貯蔵した「雪中米」は、返礼品の７割を超える人 なるものと考えております。
気とのことですけれども、満額では２，０００人が対象で、 道内の市町村では、地場産品の需要拡大や地域の
全国約８００の大学に応募ページにつながる二次元バー 魅力発信、地域課題の解決に向け、寄附金の使途や
コード付きの応募チラシを送ったとのことです。私、ここに 募集方法、返礼品の充実など、様々な工夫を凝らしな
は、貧困と格差解消、気候変動対策、すべての人に健 がら制度の活用を図っており、その結果として、道内外
康と福祉をという、多くのＳＤＧｓの視点が入っており、地 から、多くの支援が寄せられているものと考えておりま
域の魅力を発信するうえでも非常に優れた取り組みと感 す。
銘を受けました。道の受け止めはどうか伺いたいと思いま 道といたしましては、委員ご指摘の沼田町の例はもと
す。 より、共感や賛同が得られる道内自治体の好事例を広

く共有するとともに、積極的に発信し、また道といたしま
しても参考にさせていただきながら、道内全体への更な
る支援の輪の拡大につなげてまいりたいと考えておりま
す。

感動が共感できたんだなというふうに非常にうれしく思
います。

（五）道のふるさと納税の使途について 【木下官民連携推進室参事】
そこでですね、道の場合、地域振興目的のふるさと納 道のふるさと納税の実績などについてでありますが、

税額は、これまでどのように推移してきて、そして、どのよ 北海道に想いを寄せてくださる多くの個人の方からふる
うに取り扱われているのかお聞きします。 さと納税制度を利用してご寄附をいただいており、過去

３カ年では、胆振東部地震やコロナ禍における医療従
事者への支援を行う「エールを北の医療へ！」といった
特殊な要因を除きますと、平成３０年度は６３９件１，２６
３万円、令和元年度は３２４件８２０万円、令和２年度は
１，４２２件２，３８２万円となっております。
道におきましては、ふるさと納税の使途といたしまし

て、「地域振興施策」「赤れんが庁舎改修事業」「北海
道立学校ふるさと応援事業」「ほっかいどう未来チャレン
ジ基金助成事業」「観光地づくり推進事業」など、様々
な分野をお示ししており、このうち、寄附者の方が「地域
振興施策」を選定されたご寄附につきましては、平成３
０年度で２１８件４０１万円、令和元年度では１５５件２９１
万円、令和２年度は３４８件８４９万円となっており、それ
ぞれ地域づくり総合交付金などを通して、市町村や地
域の皆様が取り組む地域振興策の支援に活用されて
いるところでございます。
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（再質） 【工藤官民連携推進室長】
額の少なさにも驚いたんですけど、この使途なんです ふるさと納税の使途についてでございますが、ふるさ

ね。つまり、地域づくり総合交付金の財源の総額を変え と納税制度を通じまして、寄附を募集するにあたり、寄
ないで、そこに使って、そしてその分を一般財源に戻す 附者の方にその使途を明確にするため、道では、寄附
ような置き換えになるということだと、地域振興を望む寄 先として、例えば、「赤れんが庁舎改修事業」、それから
附者の皆さんの想いを無にすることではないかと思うん 「ほっかいどう未来チャレンジ基金助成事業」などの事
ですよね。やはり別枠で考えて、改善をしていただきたい 業をお示し、それらの事業を指定された場合は、一度
と思いますがいかがでしょうか。 基金に積み立てた上で、翌年度以降、活用させていた

だくなど、寄附者の想いに応えるよう努めているところで
ございます。
こうした中、特定の事業や分野を限らず、幅広い分野

への活用を希望されている寄附者の方もおられますこと
から、「地域振興施策」を寄附先の一つとしているところ
でありまして、その活用先を市町村や地域の取り組みを
支援する地域づくり総合交付金とし、また、寄附者の想
いを迅速に道政に活かすことができるよう、当該年度の
予算に充てているものでございます。
道といたしましては、今後とも、地域への環流といっ

た点も踏まえつつ、寄附者の方の想いをしっかり受け止
めるということが何より大事だというふうに思っております
ので、先ほどご答弁をいたしましたが、市町村の事例な
ども参考にしながら、募集方法を工夫をいたしまして、
ふるさと納税制度の効果的な活用に努めてまいりたいと
思っております。

（六）ＳＤＧｓの視点を持つ地域振興について 【佐々木地域振興監】
これからの時代は道としても、ＳＤＧｓの視点を盛り込ん ＳＤＧｓの視点を踏まえた地域振興についてでござい

で地域振興を一層推進していくべきだと考えますけれど ますが、道では、北海道の創生を目指す上で、ＳＤＧｓ
も、お考えを伺いたいと思います。 の理念と合致する施策の推進を図ることとし、豊かな自

然や安全・安心な食、豊富で多様なエネルギー資源な
ど、北海道の価値と強みを生かしながら、デジタル化や
脱炭素化など、世界の潮流を踏まえた取組を進めて、
持続可能な地域づくりにつなげていくこととしているとこ
ろでございます。
地域が抱える課題が複雑・多様化する中で、多様な

主体と連携・協働し、それぞれが持つ知恵やノウハウの
効果的な活用を図ることが重要であり、道といたしまして
は、ふるさと納税による支援など、北海道に想いを寄せ
てくださる多くの民間の方々の知恵と力を結集して、各
部との連携の下で、市町村の取組事例なども参考にし
ながら、創意工夫を凝らした地域振興施策を推進して
まいりたいと考えております。


